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（別紙３）経費見積書作成要領 

 

 経費見積書の作成に当たっては、仕様書や機能要件書等を理解したうえで、次の要領

で作成すること。 

 

１．共通事項 

（１）見積価格は、提案内容評価の参考として利用するものであり、契約金額とならな

いものとする。 

（２）見積価格は消費税を含んだ価格とし、できるだけ具体的に記載すること。 

（３）見積書には社名及び代表者名を記載し、押印すること。 

 

２．見積価格積算時の留意事項 

（１）財務会計システム導入経費 

  ①財務会計システム構築費 

   ア．パッケージの導入費 

   イ．仕様実現のために発生するソフトウェアカスタマイズ開発費 

   ウ．データセットアップ関連経費 

   エ．既存システム等（人事給与システム等）とのデータ連携費   

   オ．職員研修費 

   カ．その他必要と考えられる経費（項目を挙げて積算する。） 

  ②財務会計システム賃貸借経費 

   ア．システム使用料 

     システム使用料（60ヶ月の総額）を見積もること。 

   イ．システム保守料 

     システム保守料（60ヶ月の総額）を見積もること。 

   ウ．システム機器費 

     システム機器の費用（60ヶ月の総額）を見積もること。 

   エ．システム機器保守料 

     システム機器保守料（60ヶ月の総額）を見積もること。 

オ．クラウドサービス利用料 

  クラウドサービス利用料（60ヶ月の総額）を見積もること。 

カ．その他運用経費 

     運用期間において、その他必要と考えられる経費（通信費、ＳＥ派遣費等）  

③機能改善などに伴うバージョンアップ 

 本業務の契約終了後において、同じパッケージを導入している自治体共通に機能



２ 

 

改善などを行うことに伴いバージョンアップを行うことを想定して、その費用を記

載すること。 

④基本ソフト等の更改などに伴うバージョンアップ 

 基本ソフト等の更改に伴いシステムのバージョンアップが必要となることを想

定して、その費用を記載すること。 

⑤データの抽出・移行費 

 ア．一定期間の運用後、当町が他社の新システムに更改することを想定して、今

回調達するシステムの全データを新システムに移行する費用を記載すること。 

   ※上記③、④は、本町と同規模の自治体における一般的な費用を参考見積として

記載すること。 

 

３．積算内訳書 

  上記の項目別に積算し、積算内訳書（任意様式）を作成すること。 

 

４．その他 

  実施要領で示した「費用の上限額」に留意すること。 

 

     


